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Ⅰ　基本情報

Ⅱ　３０年度管理業務等の検証

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

方針通り実施でき
た。今後とも、一人
ひとりの個別支援
計画をより充実させ
ていく。

平等・公平はもとよ
り、個々の細やかな
アセスメントとニー
ズに応じた支援を
今後も継続して実
施していく。

名称

募集方法

札幌市あけぼの荘 所在地 札幌市白石区平和通４丁目南３番６号

社会福祉法人　札幌厚生会

平成３０年４月１日～令和４年３月３１日

所管局の評価

施設数：１

名称

施設利用者（入所者）に対する生活支援、健康管理、給食の提供及び施設の設置目的を達成す
るために必要な事業

項　目 実施状況

２，６３８．２６㎡

主要施設

身体上または精神上著しい障がいがあるため日常生活が困難な要保護者を入所させて、生活扶
助を行うこと。

非公募

施設利用者との継続的な信頼関係が求められ、長期的な視野に立った継続的な事業運営や人
材育成、ノウハウの蓄積などを特に必要とすることから非公募としたもの。

３　評価単位

指定期間

指定管理者
の自己評価

指定管理者評価シート

事業名 札幌市あけぼの荘 所管課（電話番号） 保健福祉局総務部保護自立支援課（211-2992）

２　指定管理者

事業概要

目的

開設時期

１　施設の概要

昭和37年5月10日 延床面積

指定単位
施設数：１

1　業務の要求水準達成度

（１）統括管
理業務

▽　管理運営に係る基本方針の策定

業務の範囲

▽　平等利用に係る方針等の策定と取組実績

「一人ひとりの笑顔のため安らぎある心豊かな生活
を支えます」を基本理念とし、利用者全員に個別支
援計画を策定し、個々がイメージする生活の実現を
目標に支援を実施した。また、障がいの種別による
制限を設けず、他制度や他施設で対応出来ない方
や緊急的な利用、更には一時的(短期間）に施設利
用が必要となった方などを幅広く受け入れ、「地域に
おけるセーフティネット」の一端を担うべく努めた。

障がいの種別による制限を設けず、他法、他制度で
は対応出来ない方も受け入れ、性別、信条、社会的
身分による差別をすることなく同様の福祉サービス
を提供した。施設の基本方針として、６つの基本方
針を掲げているが特に利用者に関する方針として、
「利用者の人権とプライバシーを最も尊重します」
「個々の意見を尊重し、自主性を活かした支援に努
めます」を掲げ、個別支援計画の策定により利用者
一人ひとりの個性と主体性を尊重した支援に努め
た。行事等の実績については事業報告書を参照さ
れたい。

要求水準を満たし
た管理がなされて
いる。
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適正に執行した。

日頃より可能な範
囲で省エネを実施
し定着している。ま
た、デマンド監視装
置の試験的な設置
は使用電力量削減
の一助となってい
る。

退職者がいた場合
には迅速な後任者
の補充に努めてい
るが、新規職員の
確保が非常に難しく
なってきている。

朝礼及び毎朝夕のミーティングにより、職員全体で
利用者の状況を申し送り、情報を共有しながら支援
にあたった。日頃から気づいたことを「気づきメモ」と
して積極的な報告を促し、ヒヤリハット対策委員会に
て全体的な情報の共有化や対策を講じ、事故の発
生を未然に防ぐよう努めた。また、救護施設機能強
化の一環として自主事業にて「通所事業」を実施し、
退所後の活動場所の提供を行った。

施設としての課題
改善に努めると共
に施設のサービス
体制の強化として
各種マニュアルの
整備を行い、今後
の施設運営に反映
させていく。

法定の「社会福祉法人会計基準」に準拠した当法人
の経理規程に基づき、美装業務、機械警備業務及
び各種機械設備の保守点検を第三者へ委託し、業
務の適正確保に努めた。受託者を適切に監督し履
行を確認した。

適正に執行した。

・管理業務の状況報告
（利用状況、収支状況、セルフモニタリ
ング）
・管理運営水準の維持向上
（居宅生活訓練事業、生活困窮者就
労支援、第三者評価）

・物品庫改修工事完了報告
・利用者充足状況及び収支状況
・市有施設としての救護施設の在り方

定員90名のところ平成30年度の平均利用者数は
83.4名と大幅に定員を割り、厳しい運営状況であっ
たがコスト削減や支出を削減しながら概ね予定した
事業は実施した。現金及び預金の管理については
当法人経理規程に基づき適切に処理した。

事業日誌等各種日報をはじめ、利用者ケース記録
等の作成保管及び年次事業報告書を作成した。3１
年3月には利用者全員にアンケートを行いセルフモ
ニタリングを行った。指定管理業務実地調査(監査)
においては口頭指導事項があり、改善を行った。

苦情については、その解決に向けて法人内共通の
委員会を設置している。ご意見箱を施設内ロビーに
設置している他、口頭での申し入れについても要
望・苦情と捉え、円滑な解決と広報誌や集会での説
明など適正に執行した。今年度の苦情申し入れ実績
は１件

利用者数の減少が
続き大幅な収入の
減額となり赤字決
算となった。人員の
確保は今後も大き
な課題となった。

適正に執行した。

札幌市自立支援課課長、指導担当係長、札幌市あ
けぼの荘施設長、総務課長

▽　要望・苦情対応

▽　管理運営組織の確立（責任者の配置、組織整備、従
事者の確保・配置、人材育成）

協議・報告内容

▽　地球温暖化対策及び環境配慮の推進

▽　札幌市及び関係機関との連絡調整（運営協議会等
の開催）

▽　管理水準の維持向上に向けた取組

▽　第三者に対する委託業務等の管理（業務の適正確
保、受託者への適切監督、履行確認）

開催回

第１回

第２回

▽　財務（資金管理、現金の適正管理）

札幌市環境マネジメントシステムに則り、施設内マ
ニュアルを策定している。デマンド監視装置により電
気使用量の見える化や、職員会議や全体集会等で
削減に対する意識付けを行い、電気・ガス・水道・ガ
ソリン等の節約に努めた。また、貯湯槽の設定温度
を下げるなど使用量が減少した状態を維持する事
が出来た。職員の使用区域は昼休みの消灯が定着
している。また、駐車場ロードヒーティングについて
は、こまめに入り切を行い灯油使用量の節減に努め
た。これについては所定の様式により定期報告を提
出した。

職員定数は確保されており、安定した利用者支援体
制とした。人材育成に関しては、研修ニーズに基づ
き内部研修の実施や外部研修の受講を計画的に実
施した。外部研修参加実績１９回、内部研修３回（延
べ４９名参加）。

＜協議会メンバー＞

▽　記録・モニタリング・報告・評価（記録、セルフモニタリ
ングの実施、事業報告、札幌市の検査等への対応、自
己評価の実施）
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

4月18日自衛消防訓練（検証）、10月16日総合訓練
を消防法に則り適正に実施した。

床美装・機械警備・ボイラー、エレベータ、受水槽、
自家用電気工作物、消防用設備等の保守点検は定
期的に外部業者に委託し実施した。
施設内美化に関しては職員・利用者による日課とし
ての清掃活動のほか、月例清掃日を設定し、職員と
利用者様で施設内の共有スペースの清掃を行って
いる。又感染症対策として、毎日職員が手すり等の
消毒を行った。
修繕及び高額物品の購入については経理規程に則
り適正に契約、執行した。

労基法に基づく就業規則ほか各種規程を整備した。
給与規程に基づき適正に職員給与を支給した。３月
には労基法第３６条協定を労使で締結し届出した。
職員健康診断を労安法に基づき実施した（雇入れ
時、定期検診１回/年、深夜業従事者は２回/年、希
望者は腰痛検査１回/年）。１０月には最低賃金の改
正に伴い当該職員の給与単価を改正し再契約を
行った。次世代育成支援対策推進法により「子ども
参観日」を行い職場環境の理解に努めた。

利用者の安全については、外注業者に機械警備を
依頼しているほか、胆振東部地震を教訓に職員非
常連絡網を見直し強化した他、防災備品の補充を行
い有事に備えた。更に防犯カメラを４台設置し犯罪
防止の強化を行った。また、ヒヤリハット報告により
日常のインシデントを職員全員で共有し対策を講じ
ることで事故の予防に努めた。各種マニュアルや職
員の行動指針を整備し業務の標準化に努めた。社
会福祉法人としての地域貢献活動を実施した。（生
活困窮者就労支援・冬期間福祉除雪）損害賠償保
険は北海道社会福祉協議会総合補償制度（賠償保
険）に加入した。

適正 に執 行し た。
今年度も引き続き
地域貢献活動の一
環として生活困窮
者就労支援の受け
入れや冬期間福祉
除雪を実施した。

適正に執行した。

（4）事業の計
画・実施業務

▽　○○に関する学習機会の提供業務

▽　○○に関する情報収集及び提供業務

（3）施設・設
備等の維持
管理業務

▽　総括的事項（利用者の安全確保、市民サービス向上
への配慮、連絡体制確保、保険加入）

▽　労働関係法令遵守、雇用環境維持向上（２）労働関
係法令遵
守、雇用環
境維持向上

▽　防災

▽　施設・設備等の維持管理（清掃、警備、保守点検、修
繕、備品管理、駐車場管理、緑地管理等）

▽　○○に関する相談業務

▽　○○に関する市民の自主活動及び交流の支援業務

要求水準を満たし
た管理がなされて
いる。

要求水準を満たし
た管理がなされて
いる。

予定通り執行した。

適正に執行した。

非該当
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

87.3稼働率(％) 97.8

結果概
要

▽　不承認 件、　取消し 件、　減免 件、　還付 件

▽　利用促進の取組

▽　広報業務

92.7

90

83.487.3 88

各種再委託及び福
祉除雪は予定通り
執行した。障害者
の雇用については
１名継続雇用してい
る。生活困窮者支
援事業については
中間的就労の受け
皿として今後も受け
入れを行っていく。

人数(人）

100 90

H30実績

▽　利用件数等

定員

入所者数

（5）施設利用
に関する業
務 H29実績 H30計画

利用者
からの
意見・要
望とそ
の対応

３　利用者の満足度

▽　利用者アンケートの結果

実施方
法

▽　引継ぎ業務

２　自主事業その他

▽　自主事業

▽　市内企業等の活用、福祉施策への配慮等

（6）付随業務

（前回から継続指定のため、引継業務なし）

各種再委託については市内企業に発注した。障害者雇用につ
いてはH24年度より定着している。生活困窮者自立支援事業に
ついてはH25年度より参画しており、今年度は1名の受け入れを
行った。社会貢献活動として白石区内の福祉除雪を実施した。

アンケートのみなら
ず日頃実施してい
る集会や支援の場
面などから利用者
のニーズ把握に心
がけ今後のサービ
ス提供に役立てて
いく。

要求水準を満たし
た管理がなされて
いる。

要求水準を満たし
た管理がなされて
いる。

適正に実施されて
いる

要求水準を満たし
た管理がなされて
いる。

※毎月初日在籍者ベース

一般入所の他、一時入所、札幌市との連携の上

ホームレス等の緊急入所事業も実施している。

入所依頼者（相談も
含む）の減少傾向
が著しい。各種事
業所や病院、保護
の実施機関などへ
の訪問活動や救護
施設の施設見学説
明会など積極的な
ＰＲ活動を今後も更
に実施していく。
一般入所のほかに
一時入所の要請に
対しても柔軟に対
応し積極的な受入
を行った。

札幌市との協議をはじめ各保護実施機関及び病院
等に訪問または来荘して頂き積極的にＰＲ活動と
ニーズの把握を行った。また、札幌市各区(３区)の保
護課に施設見学会を開催した。

施設のホームページを公開し、概要、決算状況、行
事の様子などを掲載し、常に新たな情報を提供する
ため、きめ細かな更新に努めた。また、ホームペー
ジはウェブアクセシビリティ基準AAに適合したものと
している。

予定通り執行した。

総合満足度（85.3％）、職員接遇（96％）以上２
項目については要求水準を得られた。ほか、
食事（90％）、行事・クラブ活動（86％）、施設設
備（86％）についても調査をし、概ね好評を頂
いた。（カッコ内数字はアンケート結果で「とても
満足」「まあ満足」「普通」が占める割合）

平成３１年３月実施。施設利用者全員（入院者
は除く）にアンケート用紙を配布、全員回収７５
名分。

食事：献立・味に関する要望～希望を順次日ご
ろの献立に取り入れているほか選択食や行事
食、季節食を取り入れている。
設備・生活に関する要望～「居室が狭小」「一
人部屋がいい」等の要望については札幌市と
の協議を続けていく。老朽箇所や使い勝手が
悪い箇所については順次改修していく。
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

Ⅲ　総合評価

４　収支状況

197,042 185,747 ▲ 11,295

26,212 25,934 ▲ 278

▲ 7,054

利用者負担金収入 37,762 36,911 ▲ 851

収入 263,371 256,317

▽　収支

項目 ３０年度計画 ３０年度決算 差（決算-計画）

（千円）

平成30年４月から
定員を100名から
90名に削減し、施
設事務費の単価
上昇により収益の
改善を図った結
果、29年度決算
（▲7,811）よりも
赤字幅は縮小し
たが解消には至
らなかった。
近年は利用者数
の減少が顕著で
あるため、今後も
引き続き、様々な
機会を活用して利
用者確保に向け
た取組の強化が
求められる。

15,170 17,645

支出 263,371 261,271 ▲ 2,100

事業費支出 64,781 61,066 ▲ 3,715

【所管局の評価】

2,475

▲ 534

3,438 3,456 18

事務費支出

積立資産支出

人件費支出 177,228 176,884 ▲ 344

総合評価 改善指導・指示事項

2,220

【指定管理者の自己評価】

収入-支出 0 ▲ 4,954 ▲ 4,954

▽　説明

▽　安定経営能力の維持 適 不適

適 不適▽　個人情報保護条例、情報公開条例、行政手続条例、オンブズマン
条例及び暴力団の排除の推進に関する条例への対応

総合評価

計画当初平均利用者数８８名を見込んだが８３．４名の実績に止
まったことが大幅な収入減となった。また、地域交流室の大規模
な改修や業務改善のための生活支援記録ソフトの導入など必
要な支出もあり、単年度収支としてはマイナス決算となった。

来年度以降の重点取組事項

＜確認項目＞　※評価項目ではありません。

2,754その他の支出

単年度収支はマイナスであったが、これまでの保有資金より充
当している。
各種積立金累計額111,000千円

各条例の規定に則り、全て適切に対応した。協定に関する契約
（第三者への委託、物品調達等）について、暴力団員や暴力団
関係事業者を相手に契約を行わなかった。

措置費収入

指定管理業務（補助金）収入

積立資産取崩収入 287 5,413 5,126

その他収入 2,068 2,312 244

救護施設は、心身に障がいのある方や、高齢の
方が利用者の多数を占めているため、事故や感
染症の予防など、安全や健康管理への配慮が特
に求められるが、日常のインシデントを職員全員
で共有するなどして、事故の発生を未然に防止
するよう努めている。
また、利用者の細かいニーズに対応するため、
利用者全員の個別支援計画を策定しており、
個々の目標を明確にして支援の充実にも努めて
いる。
近年、入所人員が減少傾向にある中、平成29・
30年度は収支の赤字が発生していることを受け
て、病院への訪問活動など従来実施していな
かった積極的なＰＲ活動を展開し、ホームページ
をウェブアクセシビリティの基準を満たしたものに
全面改修するなどして、利用者確保に向けた
様々な取組を推進していることは評価できるた
め、これらの取組を通じて、収支改善がより鮮明

実地監査において、出納職員による会計責任
者に対する毎日の経理報告、衛生推進者の専
任について口頭指導があったため、所要の措
置を講ずること。

業務仕様書に基づく要求水準をクリアすることは
もとより、救護施設の機能強化として求められて
いる「地域生活移行」や「介護施設等への移行」
に向けた活動や「地域の生活困窮者支援」につ
いては着実に実績を重ねてきている。また、一時
入所による短期間利用の受け入れについても柔
軟な対応を図り、循環型施設としての機能強化を
目指した。また、利用者の権利擁護についても
「人権擁護委員会」を中心に人権を尊重した支援
の推進を行った。入所人員については積極的な
ＰＲ活動を行い柔軟な受け入れを模索してきたが
利用者の高齢化や障がいの重度化などを要因と
した長期入院や地域移行支援による施設退所な
ど、入退所のバランスがとれずに当初予定を下
回る結果となり今後の大きな課題として残った。

様々な入所ニーズがある中、入所の柔軟な受
け入れ体制をを強化し大きな課題である入所
人員の確保に努め安定した収入を得ること。
そのため各種事業所や病院への訪問活動や
保護の実施機関への施設見学説明会等によ
る積極的なＰＲ活動を行うこと。「個別支援計
画」に基づく利用者一人ひとりの支援をより充
実させ実施していくこと。また、救護施設として
の循環型機能の強化として、地域生活移行お
よび安定した生活の継続に加え就労訓練事業
の協力事業者として支援内容について模索し
ていくこと。

各種相談事業所や
病院、保護の実施
機関等へのPR活動
を継続して行ってい
るが入所相談数の
低下が顕著であっ
たことに加え、長期
入院や地域移行に
よ る 退 所 者 も 多
かったことから入所
と退所のバランス
が取れず大幅な収
入減につながった
ことが大きな課題と
して残った。
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